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１ 概要 

（１）経緯 

 

ア 令和２年１０月１日に施行された『医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険

法等の一部を改正する法律（令和元年５月２２日法律第９号）』により、国民健康保険法（以下「法」

という。）が改正され、療養の給付等を受けようとする者は、医療機関等又は指定訪問看護事業者か

ら電子資格確認その他厚生労働省令で定める方法（電子資格確認を受けられない場合の取扱い）に

より、被保険者であることの確認を受け、当該給付を受けることとされた（法３６条第３項）。 

 

イ 『行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する

法律（令和５年法律第４８号。以下「マイナンバー法等の一部改正法」という。）』により現行の健

康保険証の発行については、令和６年１２月２日（※注）で終了し、マイナ保険証を基本とする仕組み

に移行する。 

    ※注）『行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行

期日を定める政令（令和５年政令第３７４号）』により決定 

 

ウ これを受け、国民健康保険の『被保険者証』について規定する長崎市国民健康保険条例（以下「条

例」という。）を改正するため、関係条文の整理及びその他所要の整備が必要となったもの。 

 

 



- 3 - 

（２）改正内容 

ア 被保険者証に関する条文の改正 

被保険者証に関する規定が法第９条から削除等されたことに伴い、条例における被保険者証に関

する規定を削除する。また、この改正に伴う経過措置を設ける。 

 

イ その他所要の整備 

平成２２年の法改正により、被保険者証の交付に関する特例規定が削除されていたことから、条例

第７条の「被保険者証の交付の期間に係る特例」を削除するもの。 

これは、法において、当時、人口が多かった都市の被保険者証の交付手続きを考慮し、被保険者証

の交付の求めがあった日から３か月以内で、条例で定める期間内に交付することができる特例が定め

られていた。 

長崎市においても同規定に基づき条例に特例を定めていたため、本来、法の規定が削除された際に

条例の同規定を削除する必要があったが、平成２２年当時、手続きを怠っていたものである。 

なお、平成２２年の法改正以後、実際にこの特例を適用した事例はない。 

 

（３）施行期日等 

令和６年１２月２日（法の施行期日と同日）。ただし、所要の整備については公布の日。また、条

例の施行前にした行為等については、従前の例とする。 
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２ 長崎市国民健康保険条例新旧対照表（抜粋） 

改正後 改正前 

○長崎市国民健康保険条例 ○長崎市国民健康保険条例 

昭和３４年３月２６日 昭和３４年３月２６日 

条例第３号 条例第３号 

  

第１条～第６条（略） 第１条～第６条（略） 

 （被保険者証の交付に関する特例） 

第７条 削除 第７条 本市の区域内に住所を有するに至つたことによ

り被保険者の資格を取得した者について、被保険者証の

交付の求めがあつた場合においては、その求めがあつた

日から起算して３箇月を経過するまでの間において当

該被保険者証を交付するものとする。 

（罰則） （罰則） 

第７条 本市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第５項

の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき

は、１０万円以下の過料を科する。 

第８条 本市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第９項

の規定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をしたと

き、又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険

者証の返還を求められてこれに応じないときは、１０万

円以下の過料を科する。 
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第８条 本市は、世帯主又は世帯主であつた者が正当の理

由なしに法第１１３条の規定により文書その他の物件

の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同

条の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたときは、１０万円以下の過料を科

する。 

第９条 本市は、世帯主又は世帯主であつた者が正当の理

由なしに法第１１３条の規定により文書その他の物件

の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同

条の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたときは、１０万円以下の過料を科

する。 

第９条 本市は、偽りその他不正の行為により一部負担金

その他法の規定による徴収金の徴収を免れた者に対し、

その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過

料を科する。 

第１０条 前３条の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

２［略］ 

（戸籍に関する無料証明） 

第１１条 保険者又は保険給付を受ける者から被保険者

又は被保険者であつた者の戸籍について証明の求めが

あつたときは、無料で行うものとする。 

第１０条 本市は、偽りその他不正の行為により一部負担

金その他法の規定による徴収金の徴収を免れた者に対

し、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の

過料を科する。 

第１１条 前３条の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

２［略］ 

（戸籍に関する無料証明） 

第１２条 保険者又は保険給付を受ける者から被保険者

又は被保険者であつた者の戸籍について証明の求めが

あつたときは、無料で行うものとする。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市

長が定める。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市

長が定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。ただ

し、第１条の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の長崎市国民健康保険条

例の規定は、この条例の施行の日前にした行為及び行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行

に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（令

和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の

例によることとされる場合における同日以後にした行

為に対する罰則の運用については、なお従前の例によ

る。 
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３ 参考法令 

（１）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律

の一部の施行期日を定める政令（政令第３７４号）（令和５年１２月２７日公布）  

マイナンバー法等の一部改正法附則第１条第２号に掲げる規定の施行期日は、令和６年１２月２

日とする。 
 

（２）マイナンバー法等の一部改正法（令和５年法律第４８号）（令和５年６月９日公布） 

（国民健康保険法の一部改正） 

第１２７条第１項 市町村は、条例で、第９条第１項若しくは第５項の規定による届出をせず、又

は虚偽の届出をした者に対し１０万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 
 

（３）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律

の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（政令第２６０号）（令和６年８月

１４日公布） 
 

（国民健康保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第９条 改正法附則第１条第２号に掲げる規定の施行の際現に市町村（特別区を含む。）又は国民

健康保険組合から被保険者証の交付を受けている世帯主又は組合員が同号に掲げる規定の施行の

日以後に保険料を納付しない場合における被保険者証の返還については、なお従前の例による。 
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（４）医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する法律新旧対照条文（抜粋） 

改正後 改正前 

○国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）抄 

（第１条関係） 

（削除） 

 

○国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）抄 

（第１条関係） 

（被保険者証の交付に関する特例） 

第１１７条 特別区及び政令で指定する市は、その区域

内に住所を有するに至ったことにより被保険者の資

格を取得した者について、第９条第２項の規定による

被保険者証の交付の求めがあった場合においては、条

例の定めるところにより、その求めがあった日から起

算して３箇月の範囲内において条例で定める期間を

経過するまでの間において被保険者証を交付するも

のとすることができる。 

 

 
※法第１１７条の「政令で指定する市」とは 

札幌市、仙台市、新潟市、川崎市、横浜市、静岡市、浜松市、名古屋市、岐阜市、京都市、大阪市、堺市、神戸

市、姫路市、尼崎市、広島市、福岡市、北九州市、長崎市及び熊本市 計２０都市 
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４ マイナンバー法等の一部改正法について 

（１）法改正の概要 

ア 健康保険証を廃止するとともに、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることが

できない状況にある者（※１）が必要な保険診療等を受けられるよう、当該者からの求めに応じ、各医

療保険者等は、医療機関等を受診する際の資格確認のための「資格確認書」（※２）を、書面又は電磁

的方法により提供する（※３）こととする。 

（※１）マイナンバーカードを紛失・更新中の者、介護が必要な高齢者やこどもなどマイナンバーカードを取得し

ていない者又は介助者などの第三者が本人に同行して本人の資格確認を補助する必要がある場合など 

（※２）資格確認書の有効期間は、５年を限度として各保険者が設定することとする。様式は国が定める。 

（※３）保険者が必要と認めるときは、本人からの申請によらず資格確認書を交付できる。 

 

イ 発行済みの健康保険証は、改正法施行後１年間（先に有効期間が到来する場合は有効期間まで）

有効とみなす経過措置を設ける。 

 

（２）施行期日 

令和６年１２月２日…以降はマイナ保険証を基本とした仕組みに移行する。 

ア マイナ保険証を持っている場合→「資格情報のお知らせ」を交付。 

イ マイナ保険証を持っていない場合や紛失・更新中の場合→「資格確認書」を交付。 
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（３）資格確認書の取扱いについて 
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（４）有効とみなす経過措置について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

長崎市の場合 

 

（令和６年 12 月２日） 

 
国保の保険証の有効期間は１年又は２年 
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（５）マイナ保険証の利用率等について        （令和 6年 6月 21日第 179回社会保障審議会医療保険部会資料） 
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（６）長崎市の状況 

 

ア マイナンバーカード保有状況（令和６年７月末時点） 

   人口（R6.1.1時点） 保有枚数（B） 保有率（B/A） 

全 国 124,885,175人 93,083,991枚 74.5％ 

長崎市 395,843人 300,166枚 75.8％ 

 

イ 国民健康保険におけるマイナ保険証利用率（令和６年６月末時点） 

加入者数（A） 
マイナ保険証 
登録数（B） 

マイナ保険証 
登録率（B/A） 

マイナ保険証 
利用率 

全国平均 
利用率 

全国平均比 

81,663人 50,729人 62.12％ 14.13％ 10.99％ ＋3.14％ 

 

 

 

 

 


